農地法３条許可申請要領
	必要書類
	権利移転
	権利設定
	備考

	
	売買
	贈与
	交換
	代物

弁済
	賃貸

借権
	使用

貸借
	

	◎
	許可申請書
	
	
	
	
	
	
	

	
	様式第１号の１
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	
	別添（個人：全　７ページ）
別添（法人：全１０ページ）
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	◎
	申請地の全部事項証明書
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	◎
	位置図
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	●
	定款・寄付行為の写し
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	●
	法人登記の全部事項証明書
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	〇
	法人と構成員間で締結された契約書の写し
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	○
	住民票記載事項証明書
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	○
	契約書（賃貸借）の写し
	－
	－
	－
	－
	１部
	－
	

	○
	契約書（使用貸借）の写し
	－
	－
	－
	－
	－
	１部
	

	○
	譲受人の他市町村の耕作証明書
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	○
	農地法第１８条解約関係書類
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	○
	農地復元計画書
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	申請地が不耕作地の場合

	○
	固定資産評価証明書
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	１部
	

	留意事項

◎ 印のあるものについて、提出してください。
● 印のあるものについて、農地所有適格法人の場合は、すべて必要となります。
○ 印のものは必要に応じ提出してください。

許可申請は毎月１５日とさせていただいており、これより後の申請は事務処理の都合上、翌月に繰り越すことになりますので、お早めに申請されるようお願いいたします。




添付書類に関する注意書きについて

	１．申請書

○申請者

○土地の表示
	※申請者の住所は（住民票の住所）を記載すること。

※土地の表示は登記簿謄本を参照のうえ正確に記入

	２．添付書類

◎申請地の全部事項証明書
（申請書に係る農地等）
	※大津地方法務局長浜支局にて交付されています。

※全部事項証明書は、申請時点から６ヵ月以内のものを提出してください。

	◎位置図
	※Ｓ＝１：１００００程度　および　Ｓ＝１：２５００程度（申請地周辺の土地利用状況のわかるもの）

	●定款・寄付行為の写し
	※法人の定める定款、寄付行為の写しを添付してください。

	●法人登記の全部事項証明書
	※大津地方法務局長浜支局にて交付されています。

※全部事項証明書は、申請時点から６ヵ月以内のものを提出してください。

	〇法人と構成員間で締結された契約書の写し
	※農地所有適格法人からその事業に係る物資の供給若しくは役務の提供を受ける者が法人の構成員となっている場合には、その構成員と農地所有適格法人との間で締結された契約書の写しを添付してください。

	○住民票記載事項証明書
	※申請人のうち譲渡人の現住所と、登記簿謄本に記載された住所（甲区欄に表示）が異なる場合等に添付してください。

	○契約書（賃貸借 ・ 使用貸借）の写し
	※申請農地を貸し借りする場合は賃貸借権または使用貸借権により契約書の写しを添付してください。

	○譲受人の他市町村の耕作証明書
	※市外に居住されている場合、譲受人の耕作地に所在している農業委員会の発行する耕作証明書

	○農地法第１８条解約関係書類
	※申請地に農地法および農業経営基盤強化促進法で正式に賃貸借等の小作契約が設定されている場合は、小作人の方との合意解約が事前に必要となります。解約手続きを別途農業委員会事務局に届出してください。

	○固定資産評価証明書
	※譲渡人が農業者年金を受給するため、第三者（法人）に経営移譲される場合は、自己名義の全ての農地（市外の農地も含む）を証明できる固定資産評価証明書を添付してください。

	○農地復元計画書
	※申請地が不耕作地の場合、当該農地の農地への復元方法等について示した

　　農地復元計画書を提出して下さい。復元計画が妥当でない場合、農地法第３条第２項第１号の不許可要件に該当する場合があります。（様式任意）


